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韓国における稲作農家の経営者能力と経営成果への影響

食賛周・糸山健介・朴 紅
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L はじめに

1990年代中盤以降、韓国では水稲栽培面積が年

平均5.5千haずつ拡大するとともに、生産基盤施

設の整備と窒素肥料の施用などにより、単位面積

当たりの収量も増加する傾向にある。これに対し

て、米の消費量は消費パターンの高級化・簡便化

などによって持続的に減少している。しかも、

WTO体制によって米の輸入量が毎年増加するこ

とで、備蓄米の在庫量は2004年で6.4億トンにな

っており、今後も増加することが見込まれている。

これによって米価古す下落することで、稲作農家の

所得が低下し、生産への不安が高まることが危倶

されている。

政府ではこうした問題に対応して、高品質米の

生産システムの構築を通じて品質を中心とした競

争力の向上や、ライスセンターを中心とした集出

荷体制の推進、陸稲栽培抑制及び休耕回の生産中

断など適正栽培面積維持、水田農業直接支払い制

度の拡大及ぴ多様な稲作農業経営安定プログラム
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の導入を通じた適正生産面積維持などの多様な政

策を試みている。また、こうした政府の取り組み

以外にも、地方自体体と農協が中心となって生産

から加工・流通・広報に至る商品質米の生産・流

通管理システムが構築されてきている。しかし、

このような所得対策を検討する上で最も重要なこ

とは、農業者が主体的に取り組む必要があるとい

うことであり、そうした意気込みゃ能力が経営成

果を左右することになる。

そこで本論文では、稲作農家の経営者能力をア

ンケート調査から分析するとともに、経営者能力

が経営成呆に及ぽす影響を明らかにする。具体的

には、まず農林部及ぴ農協中央会が選出した

1，日00人の先進的農家のデータから経営者能力の

標準値を導き出す。そして、水稲生産及ぴ流通管

理が体系的に行われている全羅南道海南郡玉泉地

域と全羅北道扶安郡界火地域で実施したアンケー

ト調査から、稲作農家の経営者能力と経営成果へ

の影響を明らかにする。
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表 1 経営者能力の分析指標と項目構成

分析指標 評 価 項 目

セミナー及び営農教育への参加状況、相談者の有無、コンピューターを利用した農業情報の活用状

情 報
況、友人または市場関係者からの情報活用、先進的農家や近隣からの情報活用、放送媒体による情

報活用、農業資材の購入時の情報収集、コンピューターを利用した情報交換、関係機聞からの情報

活用、組織活動を通じた情報収集

今後の作自転換計画、生産調整計画、費用節減計画の有無、市場価格による生産量調節、長期的経

計 画 営目標、消費状況による生産方法変更の有無、目標生産量の達成可否、営農酎画書の作成有無、生

産資材の購入計画、借入金の償還状況

決定事項の実践有無、営農現場の問題点の把握努力、各種教育内容の現場への適用有無、生産物の

実 践 販売時期と出荷先の考慮、実践能力の高低経度、数量より品質の選択有無、農産物生産の安定性、

所得作自の導入可否、作業後の整理整頓可否、生産物の品質と等級の水準

災害保険の加入可否、政策への対応、新しい生産方法の開発状況、農業資材のNSへの方法の認識~
対 応 仕事の処理方法の追求、販売過程及び生産過程における問題発生の原因分析、新技術導入による生

産調節の状況、資金必要時の積極的な借入、商品質農産物生産への努力

販売額増加に対する判断、費用と販売額との判断、生産費低減の方法、割合の大きい費用項目の低

計 算
減方法、作業日誌や取引日誌の記録の有無、家計と経営の仕分け記録、農作業や取引関連の認知可

否、借入金の償還認識程度、設備の共同利用を通己た費用低減方法の認知有無、コンピュータ-'1
用及び収支計費の実施有無

周囲の人々からの信頼の程度、農業経営に関わる人々との連帯関係、意思決定への家族の意見の反

協 岡 映有無、品目関連組織への参加有無、各種行事への参加有無、約束時聞の履行有無、地域内の人々

との交涜程度、新技術開発の他農家への移転可否、家族同土の行事有無、共同利益のための犠牲可否

資料.参考文献 [25]より作成。

2.研究の蹟近方法

農業経営者の経営能力の分析指標では、経営者

の潜在的な要因を把握することができる客観的な

項目選定が重要である。しかし、韓国ではこれに

関連する実証的な研究が全くないのが実情である。

最近になって若干の研究が行われているが、分析

項目が10個未満で限界があったり、指標分析の核

心となる加重値を人為的に付与するなど主観的な

研究が多い。

本論文はこのような限界を克服するために、一

次的に経営管理の観点から経営者能力の指標を設

定して、 5段階の理論的検討と専門家との検討を

行い、経営者能力の指標及び評価項目を決定した

(表1)。指標は情報、計画、実践、対応、計算、

協同の6っとし、各指標に10の評価項目を設定し

た。また、指標聞の重要度が違うため、加重値を

算出して各指標別の配点に格差を付けた。加重値

の算出は、専門家の意見(主観的結果)と要因分

析(客観的結果)による結果から、最大値を2、

最小値を 1にして、一次線形変換した後、入力値

の平均値を最終加重値の値として算出した。各指

標の点数と加重値を掛けた最終換算点数は、情報
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が15.1点、計画が19.1点、実践が19.9点、対応が

18.0点、計算が14.8点、協同が13.2点で、合計す

ると100点になる。

3.稲作農家の経営者能力の現状

1)聞査概況

本論文では、稲作農家の経営者能力を分析する

ために、 2∞4年9-10月まで全羅南道海南郡玉泉
地域と全羅北道扶安郡界火地域を対象にアンケー

ト調査を行った。両地域を調留す象地域として選

定した理由は、農協主導下で米の生産・流通・管

理が体系的に行われている先進地域であるためで

ある。調査方法は該当地域の農協を訪問して、農

協訪問者の中で稲作農家を対象に直接面接調査を

行って回収する方法で実施した。両地域を対象に

調査した件数は総114件で、このうち、分析でき

ない6部を除いた108部で分析を行った。

調査農家の一般概況(表2)を詳しく調べてみ

ると、地域別では全羅北道と全羅南道がそれぞれ

54件であったo年齢別では40-印歳が83人で全体

のω'.2%を占めており、概して育相:年層といえる。
営農経歴は2口年以上が全体の80.6%で、年齢と比
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表2 調査農家の概況

区 分 標本数(%)

地 域 全羅北道 48 (40且)

全羅南道 38 (31.7) 

40歳以下 5 ( 4.6) 

年 齢 40-60歳 回 (62.9)

60歳以上 35 (32.5) 

10年以下 5 ( 4.6) 

経 歴 10-20年 16 (14.8) 

20年以上 87 (80.6) 

コンピューター 保 有 52 (48.1) 

未保有 56 (51.9) 

電 1草 管 理
しない 鈎 (82.4)

，<ソコン 19 (17.6) 

インターネット 使用
34 (31.5) 

不使用 74 (68.5) 

規模拡大 37 (34.3) 

経営規模拡大意向 規模縮小 7 ( 6.5) 

現状維持 64 (59.3) 

-320kg 2 ( 1.9) 

10.当たりの未生産量 320-叫Okg 57 (昭島)

440kg- 49 (45.3) 

-15万W 18 (16.7) 

80kg当たり販売価格 15-20万W 87 (80.6) 

20万w- 3 ( 2.7) 

2h.以下 95 (87.9) 

耕 地 規 模 2 - 5 h a 7 ( 6.5) 

5h.以上 6 ( 5.6) 

資料 2∞4年9月 11月の郵便調査により作成。
べると、大部分が20歳代から営農に携わっていた

ことが分かる。コンピュ」タ」保有農家は52世帯

(48.1 %)で全国平均より低い水準であり、パソ

コンを利用して農場電算管理をしている農家は

17.6%で、大部分が農場電算管理をしていなかっ

た。情報化社会での重要な情報収集の手段である

インタ」ネットを使っている農家は31.5%で、韓

国内インターネット普及率に比べればおよそ半分

にとどまり、低い水準である。営農規模の拡大意

向は現状維持とする農家が59.3%、拡大するとい

う農家が34.3%で、 WTO体制下での米の市場開

放や政府買い上げ制度の廃止などの脅威があるな

かでは全般的に楽観的な傾向を見せている。また

10.当たりの米生産量は320-組Okgが52.8%、440

kg以上が:45.3%で、米生産量は全国平均に比べて

高い水準である。 80kg当たりの販売価格は15-
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20万ウォンが80.6%、20万ウォン以上ii吃.7%で、

高価格よりは中高価格水準で販売されている。世

帯当たり耕地規模面積は2ha未満が87.9%で、大

部分が小規模農家である。これらより、調査対象

農家の特徴は若い時から営農に携わった育社年層

で、現在の耕地面積は小規模だが拡大意向を持っ

ており、農業経営においてコンピューターの活用

は低いものの、生産量と販売価格は中高価格水準

であるということができる。

2 )稲作農家の経営者能力

アンケート調査での調査農家の経営者能力の平

均得点は68.2点で、中上位水準であった。表3と

表4から調査農家の指標別の具体的な結呆を見る

と、情報では、地域別には全羅南道が全羅北道よ

り高かったが統計的な有意性はなかった。年齢別

では40歳以下が11.15点、 60歳以上が8.95点で、若

年齢であるほど情報点曲鳴く、年齢層によって情

報収集の格差が発生している。営農経歴では10-

20年の階層での情報点が高く、コンピューターを

保有している農家、農場電算管理をしている農家、

インターネットを使っている農家が高い点数であ

ったが、統計的な有意性はなかった。また、今後

の営農意向に対しては、拡大意向がある農家と80

kgの販売価格古吃D万ウォン以上の農家で情報点が

高かった。耕地規模では5ha以上の農家で高かっ

たが、統計的な有意性はなかった。これらより、

情報の指標はコンピューターや耕地規模より年齢

や規模拡大意向によって格差が発生Lているとい

うことができる。

計画は情報と同じく年齢層によって格差が発生

している。すなわち年齢では、 40歳以下が14.7点

でもっとも高くなっている。一方、地域や営農経

歴、コンピュ」タ」活用程度、販売価格、耕地規

模などでは統計的な有意差はみられなかった。

実践では地域別に全羅北道が14.1点と高く、年

齢の場合は40歳以下が12.5点、営農経歴では20年

以上、コンピューター保有農家と農場電算管理農

家、インタ」ネット使用農家などコンピュ」タ」

活用程度量鳴い農家で点数が高かった。また、規

模拡大意向のある農家、 80kg当たりの販売価格が

20万ウォン以上の農家、耕地規模が2-5haの農

家で平均点を上回っていた。しかし、すべての要
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表3 指標別経営者能力の分析結果(1)

要 因
情

点 数

平 均 点 数 9.24 

地 域
全羅北遭 9.381 

全羅南道 9.ω 

40歳以下 11.15 

年 齢 40 - 60歳 9.24 

印歳以上 8.954 

10年以下 8.859 

経 歴 10 - 20年 9.989 

20年以上 9.141 

コンピュー 保 有 9.967 
ター保有 未 保 有 8.~日

農場電算管理
し な
'" 

8.956 

1<ソコン 10.547 

インターネッ 使 用 9.9 
ト 使 用 不 使 用 8.93 

規模拡大 9.952 
経営規模拡大
意 向 規模縮小 7.792 

現状維持 8.98 

~辺Okg 9.汚4
10.当たりの米
生 産 量 320-440同 9.279 

440kg- 9.164 

-15万W 9.291 
80kg当たりの

15-20万W 9.141 販売価格
m万w- 11.6臼

2ha以下 9.246 

耕地規模 2-5h. 8.邸8

5ha以上 9.644 

註:・~pく0.1、 ..=pくO.日5、"・~ p<O.01 
責料参考文献 [25]より作成。

F 

因で統計的な有意差はなかった。このような結呆

は、稲作農家の経営者能力において実践は指標の

なかでもっとも高いものの、農家間では大差がな

いことを示している。

対応は地域と農場の電算管理で能力差を確認で

きる。地域別では全羅北道が12.9点、農場電算管

理ではパソコンを利用して電算管理をしている農

家が13.2点と、高くなっているのである。従来、

年齢や営農経歴や耕地規模、販到面格が対応を左

右するとされてきたが、ここではそうした関係は

確認されなかった。

報 計 画 実 践

値 点 数 F 値 点 数 F 値

13.37 13.96 

0.84 
13.025 

1.43 
13.832 

-<J.83 
13.739 14.1ω 

14.683 14.5 

2.38・ 12.96 2.84* 13.8 0.68 

14.035 14.215 

11日l 13.225 

1.24 13.317 1.37 13.793 O.臼

13.495 14.441 

4.45 
13.239 

O.日
14.D13 

O.あ
13.日描 13.928 

3.72 
13.39 

0.16 
13.96 

-<J.13 
13.301 14.009 

2.82 
12.96 

1.23 
14.135 

0.7 
13.571 13.894 

13.695 14.341 

6.51榊噂 13.31 0.43 13.815 。I血

0.15 

2.97* 

0.83 
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13.192 14.14 

12.982 14.34 
0.55 

13.5幻 021 14.127 

13.213 13.π6 

12.876 13.743 

13.486 0.41 13.961 1.41 

13.237 15.535 

13.311 13.967 

15.∞l 1.8 14.511 0.81 

12.473 13.225 

計算はコンピューター保有の有無とインターネ

ット使用の有無で能力差が確認された。コンピュ

ーター保有の有無ではコンピューター保有農家が

10.2点、インターネット使用農家が10.3点と高か

った。計算は経営分析と診断において最も重要な

要因であり、これを高めるためには農業経営への

情報技術の導入古写ド常に有用であると考えられる。

協同は、家庭や近隣農家との信頼関係を構築す

るための能力と言えるが、地域や年齢、販売価格

において能力差古室存在した。地域では全羅北道が

9.5点、年齢では40歳以下が'9.8点、 80kg当たりの
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表4 指標別経営者能力の分析結呆 (2) 

要 因
対 応 計 算 協 同 合 計

点数 F 値 点数 F 値 点数 F 値 点数 F 値

平 均 点 数 12.54 9.85 9.26 倒」弘

地 域
全羅南道 11.412 2.31輔 1021 

0.43 
8.973 4.16柿 俗.314 O.臼

全羅北道 12.951 10.01 9.512 70216 

40歳以下 13.647 11.089 9.828 74且26

年 齢 40-60歳 12.495 O.日 9.678 1.79 8.盟主4 4.07*噂 67.361 3.24** 

60歳以上 12.464 10.01 9.721 6宮011

10年以下 11.349 9.622 9.265 臼3回

経 歴 10 -20年 13.221 2似 10ω4 且25 9.412 0.51 6由701 127 

20年以上 12.481 9.819 8.771 鎚2回

コンピュー 保 有 12.673 
1.7 

10216 
2.38" 

9.414 
1.23 

6世田4
1.98** 

ター保有 来保有 12.41 9.耳J4 9.122 筋.954

農場電算管
し な ，> 12.38 1.71.. 9.74 1.41 

9.256 
-0.14 

67.662 
1.72・

，<ソコン 13.169 10.362 9.302 71.051 

インターネ 使 用 12.432 
-0.37 

10.313 
2.19" 

9.433 
0.93 

6宮176
1.08 

ット使用 不使用 12.59 9.635 9.185 67.7錦

規模拡大 12.92 1025 9.289 70.301 
経営規模

規模縮小 11.697 1.日 9.弘3 1.85 8.鉛2 0.16 63.874 2.47* 
拡大意向

現状維持 12.407 9臼8 9.276 67.3槌

-320匂 12.57 9297 8.718 67.701 
10.当たり

320-叫Okg 12.504 。ω 9.776 且3 9.4ω 0.94 鎚 739 0.18 
の米生産量

品Okg- 12.577 9.961 9.115 67.662 

-15万W 12.253 9.428 8.938 筋.977
80kg当たり

15-20万W 12.弱7 0.69 9.891 1.81 9.24 邑44・・・ 俗.18 3.07** 
の販売価格

20万w- 13.647 11216 11.81弼 77.176 

2ha以下 12.454 9.783 9.23 俗.0回

耕地規模 2-5ha 13.493 。ω 10.372 乱75 9.82 0.64 70.332 0.59 

5回以上 12.75 10.389 9.247 6宮442

註:・~ p<O.1、..~ p<0.05、 H・~ p<O.01 
資料:参考文献 [25]より作成。
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販売価格では20万ウォン以上が11.9点と高かった。

このようにして指標別の結果を総合してみると、

年齢やコンピューター保有の有無、農場電算管理、

規摸拡大意向、 80kg当たりの販売価格などで能力

差が発生している。すなわち、 40歳以下とコンピ

ューター保有農家と農場電算管理をしている農家、

規模拡大意向のある農家、 80同当たりの販売価格

が20万ウォン以上の農家で高かった。これより、

稲作農家の経営者能力は、地域や耕地規模、生産

量よりは年齢やコンピューター活用、規模拡大意

向、販売価格などで能力差が発生しているという

情報力附薗カ実険力対応力数値力強調方

図1 農家の経営者能力

資料:参考文献 [25]より作成。
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こと古書できる。

最後に、調査農家のうち上位25%の農家と下位

25%の農家の経営者能力を示すと、図1のように

なる。いずれの農家も計画、実践、対応の点数が

高いが、その差(上位農家の点数/下位農家の点

数)では情報が1.28倍、計画が1.23倍、実践が

1.19倍、対応が1.18倍、計算が1.25倍、協同が1.17

倍と、情報と計算で格差が大きくなっている。こ

のことは経営活動過程での情報技術の導入可否に

よる格差と見なすことができ、情報技術関連教育

と訓練プログラムによる農業経営への情報技術の

導入が経営者能力の向上のために重要であること

を示唆するものである。

4.経営者能力の経営成果への膨響

次に、こうした経営者能力が経営成果にどれほ

どの影響を及ぼしているかを分析するために、年

齢と営農経歴、コンピューター保有有無、農場電

算管理の有無、インターネット使用有無、耕地規

模、それらの6つの指標を平均した総合点数を独

立変数とし、従属変数は80同当たりの販売価格を

経営成呆として多重回帰分析を行った。本来なら

ば、経営成果として売上高や農家所得などを取り

上げるべきであるが、資料不足から販売価格でも

無理はないと判断した。推定模型はダブルログ型

によって計測した。

その結果、多重回帰分析で模型適合度が有意に

現われず、逐次選択法 (Ste阿 iseMethod)によ

って変数を選択して模型を推定した。これより、

コンピューターの保有有無と農場電算管理、イン

ターネットの使用有無に係わった変数が除去され

たので、これらをダミー変数として取り除いてか

ら分析を行った。その分析結呆を示すと表5のよ

うになるo

分析では独立変数の聞の相関性による多重共

線性を検討した。母数の推定値に対する許容度

表5 多重回帰分析の結果

区

321 1 伽使訓回 1(泊四日 1 1.ぼ犯33

註 RT仰'641，Adj-R2'司血凪 F-Vi祉四円'5.67，Prob> F=動田34
資料。歩考文献回目より作成。
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(旬，le阻且田)が0.1以上で、分散拡大要因(四血且居

inflation factor)が10以下であれば、多重共線性

がないとされるが、本結果ではすべて統計的に有

意に現われ、独立変数の聞の多重共線性の問題は

ないと言える。また、正規性に対する仮定を確認

するためにShapiro-Wilk(w)統計量を算出した

ところ、 W価格は0.95以上で現われ、独立変数の

残差は正規分布を有することが分かる。測定した

決定係数(Adj-R2)は、 0.6293で統計的に有意で

あると現れ、模型適合度は高いと言える。

経営者能力の経営成果への影響を検証するための

分析では、営農経歴と耕地規模は有意水準が0.1

で有意ではないと現れ、年齢と総合点数は有意に

現われた。したがって、年齢が低いほど、総合点

数が高いほど販売価格古鳴いとみられ、年齢のβ

価格は 0.02022(丹<0.0999)で、総合点数のF

価格は0.05990(Prく0.0869)であり、これより経

営成果には年齢より総合的な点数(能力)がより

大きく影響を及ぼすものと現われている。

5.要約及び結歯

韓国農業の根幹を成す稲作農業は、国内外の生

産与件や消費パターンの変化によって転機を迎え

ている。近年の稲作農業は、商品質・安全性・機

能性を中心とした対応が行われているが、同時に

蟻烈な販売競争が展開しており、差別化のための

努力も求められている。そうした対応は多角的に

模索されるべきであるが、そこでもっとも重要な

ことは稲作農家の経営への意気込みゃ能力である。

本論文では、このような稲作農家の経営者能力を

分析するとともに、経営成果への影響を明らかに

してきた。

まず経営者能力を分析するために、すでに開発

された分析指標と項目を用いて標準値を設定した。

標準値の算定結果によれば、実践と計画、対応が

高〈、平均点数は100点満点で75.5点と全般的に

高かった。

そして、全羅南道海甫郡玉泉地域と全羅北道扶

安郡界火地域で実施したアンケ」ト調査から、稲

作農家の経営者能力を分析した。分析の結果は平

均点数が68.2点で、標準値より少し低かった。指

標別では標準値と同じく、実践と計画、対応の点

数曲鳴かった。また、上位25%の農家と下位25%



韓国における稲作農家の経営者能力と経営成呆への影響

の農家の経営者能力はそれぞれ73.5点と63.4点で、

約10点の差が存在した。指標別では情報と計算の

点数差が大きかった。

農家属性別では、年齢が:40歳以下で、電算管理

をしていて、 80kg当たりの販売価格が20万ウォン

以上の農家で経営者能力が高く、経営成果への影

響は年齢と指標を合計平均化した総合点数が大

きしさらには年齢より総合点数(能力)の影響

が大きかった。

以上のような経営者能力の分析は、指導方法や

教育方法の改善に利用でき、また各種支援制度の

根拠としても活用できるものである。さらに農家

においても自らの位置を把握できるものでもあり、

経営改普計画を立てる際の基礎資料として活用で

き、多くの分析が今後なされることが望まれる。
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